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本稿は、イスラエルによるイランへの攻撃に関して、PGIM フィクスト・インカムのダリープ・シン（副会長兼チーフ・グローバル・エコノミスト兼マ
クロ経済リサーチ責任者）、David Winans（Credit Analyst, U.S. Investment Grade Research Team）、および Mehill 
Marku（Lead Geopolitical Analyst）による見解を PGIM ジャパン株式会社が抄訳したものであり、情報提供のみを目的として作
成されたものです。 
原文：Perspective on the Israel-Iran Conflict （2025 年 6 月 13 日） 

 

なぜイスラエルはイランを攻撃したのか？  
大局的に見て、イスラエルは、イランによる核開発計画の抑制を巡って、外交交渉を待つよりも、軍事力で排除する方がリスクは低いと判断し
たと見られる。特に、現在イランの防空体制が弱体化していることも背景にある。 

イスラエルの目標は何か？  
イランの核開発計画の阻止と軍事指導部の排除を目指していると考えられる。 

米国はイスラエルの計画を知っていたのか？  
ほぼ確実に知っていたと思われるが、戦術詳細についてはほぼ知らされていなかったと考えられる（両国の信頼関係は低下している）。トラン
プ大統領は戦争よりも外交を重視しており、その意向は公私の場でイスラエルのネタニヤフ首相に伝えていたとされている。 

石油施設は攻撃されたか？ 
6 月 13 日時点では攻撃は確認されていないようだ。米国はイスラエルに対して、これらの施設を「レッドライン」に設定した可能性が高い。しか
し、ネタニヤフ首相は「この空爆作戦は数週間続く」と述べており、今後イスラエル国防軍（IDF）がイランの石油・エネルギーインフラを標的と
するリスクはある（注釈：6 月 14～15 日にかけてガスや石油関連施設への攻撃が報道されている）。  

イランの石油輸出の約 90％はハルグ島という一つの施設を通じて行われており、ここが攻撃された場合、イランの主要な収入源が事実上断
たれることになる。石油施設がイランにとって急所ではあることは明らかであるが、これまで米国からのイスラエルに対する圧力やイランからの報復
の可能性から、攻撃対象からは除外されてきた。 

OPEC+（サウジアラビア、アラブ首長国連邦、クウェート）は、イランの生産量（1 日あたり 100 万～200 万バレル、その大部分は中国向
けである）を代替する能力はあるものの、実際の増産には約 3～6 ヵ月の時間を要する可能性がある。その間、世界的な原油の供給不足
を背景に、原油価格は 1 バレル 90 米ドル、もしくはそれ以上といった需要破壊レベルまで急騰する可能性がある。備蓄は徐々に減少し、
OPEC+の余剰生産能力に対する信頼が試されることになる。一方、IDF はイラン国内の石油精製施設を標的とする可能性もあり、これは
イラン国内に混乱を引き起こすものの、世界市場への影響ははるかに限定されるだろう。 

イスラエルとイランの衝突に関する見解 
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湾岸諸国はこの攻撃を「容認」しているか？  
そのように見てとれる。表向きには、湾岸諸国はイスラエルの行動を非難する声明を出している。しかし、裏では静かに歓迎している様子もあり、
必要に応じてイスラエルによる防空を目的とした湾岸諸国の空域の使用を黙認する可能性が高いとされている。 

イスラエルは成功したのか？  
まだ成功していない。6 月 12 日にナタンツの核施設が攻撃され、メディアでも大きく取り上げられたが本当の標的ではない。イランの核開発計
画の中心はフォルドウの核施設である。この施設は山中約 800 メール（半マイル）の深さに埋め込まれており、イスラエルの空爆では届かな
い構造となっている。6 月 13 日時点では、フォルドウ施設は無傷であることが報じられている。この施設には兵器級に転換可能な濃縮ウラン
の大部分が保管されており、数週間以内に核兵器に転用可能とされている。 

フォルドウの核施設を破壊するには、米国のバンカーバスター爆弾（地下貫通爆弾）やイスラエル軍の地上部隊投入が必要になると見られ
るが、どちらも現時点では動きがないようである。つまり、イランが核兵器保有国になる寸前という問題は、まだ解決されていないということであ
る。 

イランの反応はどうだったか？  
イランの指導部に残された選択肢は少なく、面目を保つために最大限の武力行使で報復するしかない状況である。しかし、問題は実行能力
であり、6 月 12 日の攻撃によって、その能力はさらに弱体化した可能性がある。報道によれば、イスラエルは攻撃前に、イラン国内に隠してい
たドローンを使用し、イランの弾道ミサイルの発射能力を無効化する秘密作戦を遂行したとされている。この結果、イランの即時的な反撃はド
ローン攻撃に限定されたが、これも IDF が容易に撃墜している。 

イランの次の選択肢は何か？  
イランが取り得る選択肢は、軍事的な直接対抗ではなく、非対称的かつ間接的な手段が中心となるだろう。例えば、フーシ派を利用し、地
理的要所である紅海の海上輸送路（世界の海上貿易の 12～15％が通過）に混乱を引き起こすことができるだろう。より過激な手段とし
て、ホルムズ海峡（世界の原油供給の 20％が通過）を封鎖し、世界の原油市場にボトルネックを作り出すことも可能だろう。 

次に何が起きるか？  
最大のリスクは、イランが核爆弾の開発に本格的に着手することである。フォルドウ施設が無傷であるため、その可能性は現実味を帯びている。 

今後のシナリオ - 現在、各シナリオには同程度の確率を見込む 
(1) イスラエル・米国の完全勝利  
米国の支援を受けたイスラエルがフォルドウ施設をはじめとするイランの核開発計画を完全に阻止。軍事指導部も排除され、これにより事実
上の体制転換がなされる。イスラエルとサウジアラビアが中東における覇権的地位を確立。このシナリオでは、原油価格は低下、安全資産へ
の逃避は解消され、リスク資産にとっては前向きな結果となる。 

(2) 新たな合意の成立  
イランが弱体化し、核開発能力を制約（完全な排除ではない）する新しい合意（JCPOA 2.0）に至る。市場への影響はシナリオ（１）
と同じ方向だが、リスク資産への前向きな影響はより緩やか。そして一部、下振れリスクも残る。 
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(3) イランの核武装  
イランがイスラエル及び米国に非対称戦を実行し、フーシ派による攻撃、米国・イスラエル・西側諸国を対象にしたテロ攻撃、原油供給の制
限などを通じた報復を実施。イスラエルと米国が譲歩し、フォルドウ施設が無傷のまま残される。イランは核保有国となり、これによって、他国
（例：サウジアラビア、韓国、日本、台湾）が追随する可能性が想起される。市場ではリスク回避の動きが強まり、原油価格は急騰、中央
銀行の利下げは後倒し/その幅も縮小、米ドル資産に限らず、世界的に安全資産への需要が高まる。 
 
 

*非対称戦とは、相手の優勢な軍事力や資源に対抗するため、直接的な衝突を避け、弱点を突く間接的な戦術を指す。ゲリラ戦、サイバー攻撃、代理
勢力の活用、経済的妨害などが典型例です。その目的は、相手の意表を突き、効率的に影響力を行使することで、少ない資源で大きな効果を狙う点に
あります。
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失が生じる可能性があります。 
 
本資料は、当グループの資産運用ビジネスに関する情報提供を目的としたものであり、特定の金融商品の勧誘又は販売を目的としたものではありません。ま
た、本案内に記載された内容等については今後変更されることもあります。 
 
本資料に記載されている市場動向等は現時点での見解であり、事前の通知なしに変更されることがあります。また、その結果の確実性を表明するものでは
なく、将来の市場環境の変動等を保証するものでもありません。 
 
本資料で言及されている個別銘柄は例示のみを目的とするものであり、特定の個別銘柄への投資を推奨するものではありません。 
 
本資料に掲載された各インデックスに関する知的財産権及びその他の一切の権利は、各インデックスの開発、算出、公表を行う各社に帰属します。 
 
本資料に記載されている市場関連データ及び情報等は信頼できると判断した各種情報源から入手したものですが、その情報の正確性、確実性について当
社が保証するものではありません。過去の運用実績は必ずしも将来の運用成果等を保証するものではありません。 
 
本資料は法務、会計、税務上のアドバイスあるいは投資推奨等を行うために作成されたものではありません。 
 
PGIMジャパン株式会社による事前承諾なしに、本資料の一部または全部を複製することは堅くお断り致します。 
 
“Prudential”、“PGIM”、それぞれのロゴおよびロック・シンボルは、プルデンシャル・ファイナンシャル・インクおよびその関連会社のサービスマークであり、多数の
国・地域で登録されています。PGIMジャパン株式会社は、世界最大級の金融サービス機関プルデンシャル・ファイナンシャルの一員であり、英国プルーデンシ
ャル社とはなんら関係がありません。 
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